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1．総論 

【総括判断】「県内経済は、緩やかに回復しつつある」   
項 目 前回（5年10月判断） 今回（6年1月判断） 

前回 
比較 

総括判断 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

（注）6年1月判断は、前回5年10月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。    

（判断の要点） 

個人消費は、物価上昇の影響はみられるものの、回復しつつある。生産活動は、持ち直しに向けたテン

ポが緩やかになっている。雇用情勢は、持ち直している。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（5年10月判断） 今回（6年1月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
物価上昇の影響はみられるものの、回復しつ
つある 

物価上昇の影響はみられるものの、回復しつ
つある  

生産活動 持ち直しつつある 
持ち直しに向けたテンポが緩やかになってい
る  

雇用情勢 持ち直している 持ち直している 
 

設備投資 
5年度は増加見込みとなっている（全規模・
全産業） 

5 年度は増加見込みとなっている（全規模・
全産業）  

企業収益 5年度は増益見込みとなっている（全規模） 5年度は増益見込みとなっている（全規模） 
 

企業の 

景況感 
「上昇」超に転じる（全規模・全産業） 「上昇」超幅が縮小（全規模・全産業） 

 

住宅建設 前年を下回っている 前年を上回っている 
 

公共事業 前年を上回っている 前年を上回っている 
 

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が持ち直す中で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くこ
とが期待される。ただし、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海外景気の下振
れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本
市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。さらに、令和6年能登半島地震の経済に与える影響に十
分留意する必要がある。 

 

2．各論 
◼ 個人消費 「物価上昇の影響はみられるものの、回復しつつある」 
スーパー、コンビニエンスストア、ドラッグストア及びホームセンターの各販売額及び新車登録届出台

数は前年を上回っている。百貨店及び家電の販売額は、前年を下回っている。このほか、飲食、宿泊、娯
楽などは回復しつつある。このように個人消費は、物価上昇の影響はみられるものの、回復しつつある。 
 
 

 



（主なヒアリング結果） 

➢ 4-6月期に比べ、買い上げ点数の減少や来店客数の減少の傾向も如実に現れているように感じている。幅広い商品の仕入 
価格、包材・物流コスト等が上昇しているため、昨年来販売価格も上げざるを得ない状況。（スーパー） 

➢ 10-12月期は天候に恵まれたこともあり、売上高・客数とも前年同月比で増加。前期は猛暑により好調であったが、10月
以降も行楽需要が継続し、引き続き好調。江ノ島・鎌倉では、インバウンド客も多い。（コンビニエンスストア） 

➢ 10-12月は、買上客数の減少を客単価の増加でカバーして、売上高が伸びている。一方で、直近の足元（1月）を見ると、
やや減速感があり、モノ消費からコト消費への移行や、ペントアップ需要の一巡が考えられる。（百貨店） 

➢ 今期の売上高については、前年生じていた半導体不足による納車遅延の影響が緩和されたことで、前年比で増加。一方で、
納期の長期化等により消費者が慎重に検討するようになっており、新規受注はやや下振れしている。（自動車販売） 

➢ 宿泊については、前年の旅行支援策の反動によって、客数が減少しているものの、客単価の増加により売上を確保してい
る。レストランについては、波はあるが、売上は前年比で増収見込み。食材の高騰も価格に転嫁している。（宿泊） 

➢ 10-12月期の売上高は、鉄道事業・観光事業とも前年同期比で増加。コロナが落ち着き、観光客が順調に回復している。
インバウンド需要も多く、特に鎌倉が人気となっている。（陸運・娯楽） 

◼ 生産活動「持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている」 

生産を業種別にみると、輸送機械及び食料品・飲料は増加しているものの、化学及び生産用機械が減少

していることから、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 当年度は継続して高稼働運営を実施。前期は部品納入の問題（国内サプライヤーのリードタイム長期化）等で生産が遅れ  

ていたが、当期は挽回していることもあり生産量が増加している。（輸送機械） 
➢ 22年秋頃からシリコンサイクルが調整局面となり、23年1-3月期から落ち込み始めた。10-12月期については、一部の製
品は前年並みに回復した一方で、在庫過多により不調が続いている製品もある。（化学） 

➢ コンビニからの受注（お弁当、おにぎりなど）に左右されるところであり、生産量は月によって増減をしている。コロナ
の影響減もあり、全体としては回復基調にあるが、出荷量はコロナ前の水準には回復していない。（食料品・飲料） 

➢ 半導体市況については、米国の取引先が中国への輸出規制を受けており、需要が低迷している。（生産用機械） 

 

◼ 雇用情勢 「持ち直している」 

雇用保険受給者実人員は前年を上回っているものの、有効求人倍率は概ね横ばいであり、新規求人数は

増加していることから、雇用情勢は、持ち直している。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 全体での職員数という観点では不足していないが、コア人材となる開発技術者や DX 人材など高度専門性が求められる職
種については不足感があり、積極的なキャリア採用を継続している。（製造業） 

➢ 飲食・販売のアルバイトが不足。バスの運転手も深刻な不足で、募集をかけてもなかなか集まらない。（陸運・娯楽業） 

◼ 設備投資 「5年度は増加見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」5年10-12月期 
○ 5年度の設備投資計画額をみると、全産業で前年度比22.9％の増加見込みとなっている。業種別にみると、
製造業は同11.0％の増加見込み、非製造業は同40.4％の増加見込みとなっている。 

（主なヒアリング結果） 

➢ システム投資（インボイス対応、省力化投資等）を実施した。（小売業） 

➢ 5年度は、国内拠点再整備、基幹システム刷新、工場生産設備等の投資により、前年度より増加。今後も、カーボンニュ  
ートラル対応や物流ＤＸのための投資を継続していく方針。（製造業） 

◼ 企業収益 「5年度は増益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」5年10-12月期 
○ 5年度の経常利益（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）をみると、全規模で前年度比4.2％の
増益見込みとなっている。業種別にみると、製造業は同4.4％の増益見込み、非製造業は同3.6％の増益見込
みとなっている。 

◼ 企業の景況感 「『上昇』超幅が縮小」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」5年10-12月期 
○ 企業の景況判断BSIをみると、全産業で「上昇」超幅が縮小している。規模別にみると、大企業は「上昇」
超幅が縮小し、中堅企業は「上昇」超幅が拡大し、中小企業は「下降」超に転じている。 

◼ 住宅建設 「前年を上回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、持家が前年を下回っているものの、分譲住宅及び貸家は前年を上回っており、
全体で前年を上回っている。 

◼ 公共事業 「前年を上回っている」 

○ 公共工事前払保証請負金額をみると、前年を上回っている。 
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1.個人消費

【グラフ1】

（注）全店ベース、令和5年10-11月期は当局試算である。 【経済産業省】

【グラフ2】

（注）全店ベース、令和5年10-11月期は当局試算である。 【経済産業省】

【グラフ3】

（注）全店ベース、令和5年10-11月期は当局試算である。 【経済産業省】

物価上昇の影響はみられるものの、回復しつつある

1-3 4-6 7-9 10-11 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

5年 4年 5年

神奈川 7.3 0.3 2.4 ▲ 0.4 0.1 7.7 12.6 3.0 2.1 ▲ 1.0 ▲ 0.1 ▲ 0.4 6.7 1.8 ▲ 1.7 1.0

全国 13.5 6.2 8.8 5.9 3.7 14.4 18.8 8.6 7.6 5.3 5.7 7.6 10.9 8.1 5.3 6.4

▲ 5
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対前年増減率（％）

1-3 4-6 7-9 10-11 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

5年 4年 5年

神奈川 1.6 4.7 5.4 3.3 4.0 2.2 0.6 1.8 4.7 4.3 5.0 6.0 5.4 4.8 3.3 3.2

全国 1.8 3.8 4.7 3.6 4.2 2.5 1.1 1.7 4.4 3.2 3.8 5.2 5.1 3.7 3.5 3.6

▲ 5

0

5

10

対前年増減率（％）
スーパー販売額

百貨店販売額

1-3 4-6 7-9 10-11 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

5年 4年 5年

神奈川 4.0 4.0 4.0 2.4 2.5 3.6 4.3 4.1 5.3 4.0 2.7 4.4 4.7 2.9 3.0 1.7

全国 5.4 4.8 5.2 1.2 3.9 4.1 6.2 6.0 5.3 5.5 3.6 5.2 6.3 4.0 2.2 0.1

▲ 5

0

5

10

対前年増減率（％）
コンビニエンスストア販売額
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【グラフ4】

（注）全店ベース、令和5年10-11月期は当局試算である。 【経済産業省】

【グラフ5】

（注）全店ベース、令和5年10-11月期は当局試算である。 【経済産業省】

【グラフ6】

（注）全店ベース、令和5年10-11月期は当局試算である。 【経済産業省】

1-3 4-6 7-9 10-11 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

5年 4年 5年

神奈川 ▲ 4.6 ▲ 4.5 7.8 ▲ 3.0 ▲ 3.4 ▲ 3.5 ▲ 2.2 ▲ 7.5 ▲ 7.8 ▲ 5.5 ▲ 0.3 5.5 14.6 3.8 ▲ 11.3 5.9

全国 ▲ 1.5 ▲ 5.0 2.9 ▲ 0.1 2.5 ▲ 0.3 1.3 ▲ 4.6 ▲ 3.9 ▲ 4.7 ▲ 6.3 5.0 3.9 ▲ 0.4 ▲ 3.4 3.3

▲ 15

▲ 10
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対前年増減率（％）

1-3 4-6 7-9 10-11 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

5年 4年 5年

神奈川 3.5 7.6 7.7 7.6 10.1 4.1 4.5 2.2 6.8 7.5 8.4 8.4 6.2 8.4 7.2 8.0

全国 6.1 9.1 9.3 9.7 11.1 5.0 5.6 7.8 9.0 9.0 9.4 10.2 7.6 10.2 10.3 9.0

▲ 5
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10
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対前年増減率（％）
ドラッグストア販売額

家電販売額

1-3 4-6 7-9 10-11 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

5年 4年 5年

神奈川 1.7 1.5 4.2 4.0 1.5 2.4 2.6 0.2 4.5 ▲ 1.2 1.3 8.9 3.0 0.3 0.5 7.7

全国 ▲ 0.3 ▲ 1.1 1.9 0.8 2.9 ▲ 1.4 0.1 0.3 0.4 ▲ 2.0 ▲ 1.8 5.2 0.9 ▲ 0.8 ▲ 1.5 3.1

▲ 5

0

5

10

対前年増減率（％）
ホームセンター販売額
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　 【グラフ7】

（注）四半期は当局試算である。 【日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会】

【参考】

（注）「家計調査」（総務省統計局）をもとに当局作成、農林漁家世帯を含む 【総務省統計局】

1-3 4-6 7-9 10-12 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

5年 5年

普通車【右軸】 12,123 9,494 10,695 10,716 9,303 11,393 15,672 8,532 8,980 10,969 11,087 9,119 11,879 10,240 11,418 10,490

小型車【右軸】 5,891 4,166 4,722 4,691 5,047 5,666 6,961 3,840 4,116 4,541 4,944 4,041 5,181 5,091 4,809 4,174

軽自動車【右軸】 4,745 3,688 4,190 4,484 4,170 4,373 5,693 3,445 3,488 4,131 3,892 3,727 4,952 4,669 4,666 4,116

対前年増減率【左軸】 14.9 22.6 16.7 16.2 9.4 24.6 12.0 12.3 34.4 22.5 18.2 21.7 11.8 13.8 16.7 18.4
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（台）対前年増減率（％） 乗用車新車登録届出台数（神奈川県）

1-3 4-6 7-9 10-11 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

5年 4年 5年

消費支出額【右軸】 307,279309,573318,910309,802 359,746315,507283,236323,095318,295299,393311,032302,061331,084323,586305,346314,258

対前年増減率【左軸】 7.2 2.9 8.1 2.1 13.6 3.4 12.9 6.2 2.6 ▲ 3.6 10.6 8.2 17.8 ▲ 0.3 ▲ 3.3 7.8
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家計消費支出（横浜市・川崎市・相模原市の合算、二人以上の世帯）
（円）対前年増減率（％）
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2.生産活動

【グラフ8】

　

【神奈川県】

【グラフ9】

　

※

（注）四半期は当局試算である。 【神奈川県】

持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている

（注）四半期は当局試算である。

1-3 4-6 7-9 10-11 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

5年 4年 5年

生産指数 92.2 101.1 95.1 92.5 97.1 90.5 91.8 94.4 98.0 106.3 99.0 97.2 98.6 89.4 93.9 91.0

出荷指数 87.3 91.7 87.7 87.5 93.5 85.6 86.5 89.7 88.2 94.8 92.1 88.5 89.1 85.4 88.1 86.8

在庫指数 111.7 110.3 108.1 105.7 114.5 113.2 111.6 110.3 109.7 111.4 109.9 108.7 109.3 106.3 106.1 105.3
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指数（Ｈ27＝100）

1-3 4-6 7-9 10-11 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

5年 4年 5年

輸送機械【左軸】 85.7 94.3 92.8 102.5 103.7 86.7 85.0 85.4 97.2 92.5 93.3 91.6 93.2 93.5 103.8 101.1

化学【左軸】 99.4 94.0 101.4 98.5 99.9 98.8 95.4 103.9 96.6 87.0 98.4 99.4 102.3 102.5 97.8 99.2

食料品・飲料【左軸】 91.1 89.3 91.0 94.0 100.1 93.7 88.5 91.0 85.7 92.9 89.3 90.7 90.6 91.8 94.4 93.5

生産用機械【右軸】 132.9 223.4 163.5 112.2 119.1 103.3 140.0 155.5 197.7 291.8 180.8 195.0 198.7 96.8 126.2 98.2
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工業生産指数・出荷指数・在庫指数（神奈川県：季節調整値）

業種別工業生産指数（神奈川県：季節調整値）
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3.雇用情勢

【グラフ10】

　（注）1.パートを含む。  2.四半期は当局試算である。 【厚生労働省】

【グラフ11】

　（注）四半期は当局試算である。 【神奈川労働局】

【グラフ12】

【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査（5年10～12月期調査））】

持ち直している

1-3 4-6 7-9 10-11 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

5年 4年 5年

新規求人数（神奈川）【右軸】 ▲ 2.1 1.0 1.1 1.7 0.5 ▲ 1.6 ▲ 2.0 1.1 ▲ 3.9 10.2 ▲ 4.8 0.8 6.1 ▲ 10.5 9.3 ▲ 3.3

有効求人倍率（神奈川）【左軸】 0.91 0.91 0.92 0.93 0.93 0.92 0.91 0.90 0.90 0.92 0.91 0.92 0.92 0.92 0.93 0.92

有効求人倍率（全国）【左軸】 1.34 1.31 1.29 1.29 1.36 1.35 1.34 1.32 1.32 1.31 1.30 1.29 1.29 1.29 1.30 1.28

▲ 20

▲ 10

0

10

20

0.6
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1.4

（倍） 対前月（期）増減率（％）有効求人倍率・新規求人数（季節調整値）

1-3 4-6 7-9 10-11 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

5年 4年 5年

雇用保険受給者実人員【右軸】 24,21325,48829,13727,630 25,52624,30824,12824,20324,06824,96427,43328,59730,19228,62228,74826,511

対前年増減率【左軸】 ▲ 2.6 3.8 3.8 5.2 ▲ 5.6 ▲ 4.8 ▲ 2.2 ▲ 0.5 2.0 5.4 3.8 4.9 3.9 2.6 7.3 3.0
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▲ 20
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（人）対前年増減率（％） 雇用保険受給者実人員（神奈川県）

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6

4年 5年 6年

全産業 20.9 23.3 28.5 31.0 30.6 28.4 30.6 27.3 23.9

製造業 12.2 14.8 22.6 20.6 24.9 20.6 21.0 17.7 14.5

非製造業 26.8 29.9 33.2 38.7 34.5 33.8 37.1 33.8 30.2
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（期末判断「不足気味」－「過剰気味」社数構成比）
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4.設備投資

【グラフ13】

【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査（5年10～12月期調査））】

【グラフ14】

　

【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査（5年10～12月期調査））】

5.企業収益

【グラフ15】

【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査（5年10～12月期調査））】

5年度は増加見込みとなっている（全規模・全産業）

5年度は増益見込みとなっている（全規模）
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5年度通期（設備投資）

全産業

製造業

非製造業

対前年増減率（％）
神奈川県内企業の設備投資計画（業種別）

4.3
4.2

4.3
4.44.4

3.6
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5

5年度通期（売上高） 5年度通期（経常利益）

全産業

製造業

非製造業

対前年増減率（％）
神奈川県内企業の売上高・経常利益（業種別）

（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6

4年 5年 6年

全産業 3.1 5.7 3.8 5.2 3.7 0.2 2.4 3.3 3.3

製造業 ▲ 1.1 4.4 ▲ 0.5 3.0 0.0 ▲ 4.2 ▲ 0.5 0.5 0.0

非製造業 6.1 6.7 7.3 6.9 6.3 3.4 4.5 5.2 5.6
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不

足

超

過

大

超 見通し

（期末判断「不足」－「過大」社数構成比） 現状
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6.企業の景況感

【グラフ16】

　

　 【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査（5年10～12月期調査））】

7.住宅建設

【グラフ17】

　

　

　（注）1.対前年増減率には給与住宅を含む。 2.四半期は当局試算である。 【国土交通省】

「上昇」超幅が縮小（全規模・全産業）

前年を上回っている

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6

4年 5年 6年

全規模 ▲ 7.8 0.6 ▲ 5.3 ▲ 6.3 ▲ 2.2 7.9 3.5 0.4 1.2

大企業 ▲ 0.5 9.8 ▲ 7.1 ▲ 4.4 ▲ 2.2 12.4 5.6 6.1 2.2

中堅企業 ▲ 8.8 1.9 0.0 ▲ 2.6 ▲ 3.3 6.5 7.0 0.0 ▲ 0.6

中小企業 ▲ 14.8 ▲ 10.8 ▲ 8.6 ▲ 12.3 ▲ 1.3 4.4 ▲ 2.6 ▲ 5.9 2.0
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（前期比「上昇」－「下降」社数構成比）

神奈川県内企業の景況判断BSI（規模別）

1-3 4-6 7-9 10-11 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

5年 4年 5年

持家【右軸】 933 961 981 989 990 874 984 940 878 963 1,042 847 1,177 920 1,019 958

貸家【右軸】 1,916 2,079 2,293 2,380 2,060 2,072 1,665 2,010 1,894 2,519 1,825 2,056 2,879 1,945 2,486 2,273

分譲【右軸】 2,775 2,520 1,935 2,953 1,955 2,554 2,429 3,342 2,487 3,100 1,972 1,172 2,710 1,923 2,943 2,963

対前年増減率【左軸】 0.4 ▲ 0.0 ▲ 14.0 22.1 ▲ 14.6 ▲ 7.6 ▲ 5.2 14.5 ▲ 8.4 22.8 ▲ 13.4 ▲ 36.5 29.9 ▲ 27.0 23.5 20.7
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8.公共事業

【グラフ18】

　（注）四半期は当局試算である。 【東日本建設業保証㈱他】

前年を上回っている

1-3 4-6 7-9 10-12 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

5年 5年

対前年増減率 5.7 ▲ 2.6 3.5 16.5 118.1 ▲ 1.0▲ 21.0 16.6 ▲ 24.2▲ 5.1 ▲ 5.9 2.3 13.9 43.6 0.6 ▲ 0.1
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対前年増減率（％） 公共工事前払保証請負金額（神奈川県）
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